
 

○松本市建設工事変動型低入札価格調査制度実施要綱 

平成２８年１１月１日 

告示第３６０号 

最終改正 平成３０年４月２７日告示第１２６号 

改正箇所：朱書き下線部 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市が発注する建設工事の請負契約の入札において、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）第１６７条の１

０第１項の規定に基づき、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込み

をした者（以下「最低価格入札者」という。）の入札金額が変動型の調査基準価

格を下回った場合に調査（以下「変動型低入札価格調査」という。）の上落札者

にしないとき等の取扱いについて、松本市財務規則（平成３年規則第１０号。以

下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（松本市低入札価格調査制度実施要綱との関係） 

第２条 建設工事の請負契約の入札のうち、この要綱に定めのあるものは、松本市

低入札価格調査制度実施要綱（平成１８年告示第１４５号）の規定にかかわら

ず、この要綱の定めるところによる。 

（調査対象入札） 

第３条 変動型低入札価格調査の対象は、設計金額が１，０００万円以上で、松本

市建設工事一般競争入札実施要綱第３条又は松本市事後審査型一般競争入札実施

要綱第３条に該当する建設工事のうち、契約管財課長等（規則第１０７条に規定

する者をいう。以下同じ。）が指定する入札（以下「調査対象入札」という。）

とする。 

（調査基準価格） 

第４条 契約管財課長等は、調査対象入札について、変動型低入札価格調査を行う

基準価格（以下「変動型基準価格」という。）を定めなければならない。 

２ 変動型基準価格の算定は、次のとおりとする。 

⑴ 算定対象は、予定価格から消費税及び地方消費税を減じて得た額(以下「入札

書比較価格」という。)以下の入札者のうち、入札書比較価格以下で入札書比較

価格に１００分の８５を乗じて得た額(１円未満の端数切捨て)以上の入札金額で

算出した平均値(小数以下切捨て)に、これらの残りの入札者の標準偏差(小数第

１位を四捨五入)に１００分の１５０を乗じて得た額を加算及び減算した各金額

(小数第１位を四捨五入)の範囲以内の価格の入札者とする。 

⑵ 算定対象の入札者が５者未満の場合は、入札書比較価格に１００分の８７．

５を乗じて得た額(千円の位を四捨五入)を変動型基準価格とする。 

⑶ 算定対象の入札者が５者以上の場合は、入札書比較価格に１００分の８７．

５を乗じて得た額(１円未満の端数切捨て。以下「８７．５パーセント相当額」

という。)未満の価格の入札者を除いた入札者の平均価格(千円の位を四捨五入)

を変動型基準価格とする。ただし、算定対象の入札者が５者以上の場合であっ

ても、８７．５パーセント相当額以上の入札者が５者未満の場合は、入札書比

較価格に１００分の８７．５を乗じて得た額(千円の位を四捨五入)を変動型基準

価格とする。 

⑷ 前号の規定により算出した平均価格が入札書比較価格に１００分の９２． 

５を乗じて得た額を上回る場合は、入札書比較価格に１００分の９２．５を乗

じて得た額(千円の位を四捨五入)を変動型基準価格とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、契約管財課長等は特に必要と認めるときは、変動型



 

基準価格を入札書比較価格の１０分の７を乗じて得た額（千円の位を四捨五入）

から１０分の９を乗じて得た額（千円の位を四捨五入）までの範囲内の額とする

ことができる。 

４ 変動型基準価格を決定したときは、規則第１０９条に定める予定価格調書に併

記するものとする。 

（変動型低入札価格調査の特例） 

第５条 調査対象入札のうち契約管財課長等が必要と認めるものについては、この

要綱による事情聴取等を行わず、変動型基準価格を下回る入札者を失格とするこ

とができる。 

（入札者への周知） 

第６条 この要綱の円滑な運用を図るため、契約管財課長は、調査対象入札につい

て、規則第１０６条の規定による入札の公告に、調査対象入札であることを記載

するとともに、入札執行に当たり次に掲げる事項について説明を行うものとす

る。 

⑴ 政令第１６７条の１０第１項の規定の適用があること。 

⑵ 変動型基準価格を下回った入札が行われた場合の入札の終了方法及び結果の

通知方法 

⑶ 変動型基準価格を下回った入札を行った者は、最低価格入札者であっても必

ずしも落札者（事後審査型一般競争入札の場合は第１順位の落札候補者。以下

同じ。）とならない場合があること。 

⑷ 変動型基準価格を下回った入札を行った者は、この要綱による事情聴取等に

協力すべきこと。 

⑸ 変動型基準価格を下回った入札を行った者は、この要綱による事情聴取等を

行わず失格とする場合があること。 

（入札の執行） 

第７条 変動型基準価格を下回る入札が行われたときは、入札執行者は、入札者に

対して保留と宣言し、政令第１６７条の１０第１項の規定により、落札者は後日

決定する旨を告げて、入札を終了するものとする。ただし、第５条の規定によ

り、変動型基準価格を下回る入札者について、この要綱による事情聴取等を行わ

ずに失格とする場合を除く。 

（変動型低入札価格調査の実施） 

第８条 前条に規定する場合において、契約管財課長は、最低価格入札者の申込み

に係る価格によってはその者により当該契約の内容に適合した履行がされないお

それがあると認められるか否か、又はその者と契約を締結することが公正な取引

の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当と認められるか否かを確認

するため、調査対象入札に係る事務を所掌する部課長等（規則第２条第１項第１

号の規定による者をいう。以下同じ。）とともに、別表第１に掲げる事項につい

て、当該入札者からの事情聴取及び関係機関への照会等による調査（以下「調

査」という。）を行うものとする。 

（調査の結果、適合した履行がされると認められる場合の措置） 

第９条 契約管財課長は、調査の結果、最低価格入札者の入札価格により契約の内

容に適合した履行がされると認めたときは、直ちに当該最低価格入札者に落札し

た旨を通知するとともに、他の入札者全員に対してその旨を知らせるものとす

る。 

（調査の結果、適合した履行がされないおそれがあると認められる場合の措置） 

第１０条 契約管財課長は、調査の結果、最低価格入札者の入札価格によっては、



 

契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認めたときは、調査の結果

及び意見を記載した書面を作成し、調査対象入札に係る事務を所掌する部課長等

が指定する契約審査委員３人に提出し、その意見を求めなければならない。 

（契約審査委員の審査及び意見の表示） 

第１１条 契約審査委員は、契約管財課長から意見を求められたときは、審査を行

い、書面によって意見を表示するものとする。この場合の意見は、多数決による

ものでなく、個別の意見を表示するものとする。 

（落札者の決定等） 

第１２条 契約管財課長は、契約審査委員の表示した意見のうち、２人以上の意見

が調査の結果（適合した履行がされないおそれがあると認められる結果）と同一

であった場合は、最低価格入札者を落札者とせずに予定価格の制限の範囲内の価

格をもって入札をした他の者のうち最低の価格をもって入札をした者（以下「次

順位者」という。）を落札者と決定するものとする。 

２ 契約管財課長は、契約審査委員の表示した意見のうち、２人以上の意見が調査

の結果と異なった場合においても、なお、最低価格入札者を契約の相手方とする

ことが適当ではないと認めたことについて合理的な理由があるときは、次順位者

を落札者とすることができる。 

３ 契約管財課長は、次順位者を落札者と決定したときは、最低価格入札者に対し

ては落札者としない旨の通知を、次順位者に対しては落札者となった旨の通知を

するとともに、その他の入札者に対しては次順位者が落札者となった旨を知らせ

るものとする。 

４ 第１項の場合において、次順位者が変動型基準価格を下回る価格で入札を行っ

た者であった場合は、第８条から前条までの規定及び前３項の規定を準用し、落

札者を決定するものとする。 

（市長への報告） 

第１３条 契約管財課長は、次順位者を落札者としたときは、遅滞なく当該競争入

札に関する調書に調査の結果及び自己の意見を記載した書面並びに契約審査委員

の意見を記載した書面を添付し、市長へ報告するものとする。 

（監督体制の強化等） 

第１４条 第８条から第１２条までの規定により変動型基準価格を下回る価格で入

札を行った者が落札者と決定された場合においては、別表第２に掲げる措置をと

るものとする。 

（特記仕様書への明示等） 

第１５条 調査対象入札に係る事務を所掌する部課長等は、次に掲げる事項を特記

仕様書において明示するものとする。この場合において、当該特記仕様書への掲

載は、契約内容の一部となり、したがって、受注者が別表第２に定める関係書類

を提出せず、又はヒアリングに応じなかった場合には、松本市建設工事等入札参

加資格者に係る指名停止要領（平成９年訓令甲第１号）別表第１第４項に該当す

ることがあることに留意するものとする。 

⑴ 受注者は、変動型基準価格を下回る価格で落札した場合は、調査対象入札に

係る事務を所掌する部課長等の請求に応じて、別表第２に定める関係書類を提

出しなければならないこと。 

⑵ 前号に定める書類の提出に際して、その内容の聴取を請求されたときは、こ

れに応じなければならないこと。 

２ 前項の規定による特記仕様書への明示は、第５条の規定により基準価格を下回

る入札者について、この要綱による事情聴取等を行わず失格とする場合は、省略



 

することができるものとする。 

（入札見積経過書への特記） 

第１６条 契約管財課長は、第８条から第１２条までの規定により、変動型基準価

格を下回る価格で入札を行った者が落札者と決定された場合で、当該入札結果等

を松本市入札結果等公表要綱（平成１１年告示第９５号。以下「公表要綱」とい

う。）の規定により公表しようとするときは、公表要綱第３条第１項に規定する

入札見積経過書に変動型低入札価格調査制度対象入札と記載するものとする。 

（補則） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

この告示は、平成２８年１１月１日から施行し、同日以後に行う入札の公告に係

るものから適用する。 

附 則（平成３０年４月２７日告示第１２６号) 

この告示は、平成３０年６月１日から施行し、同日以後に行う入札の公告又は通

知に係るものから適用する。 


